
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

主な取組 福祉人材研修センター事業

対応する
主な課題

②少子高齢化の進行や、地域における相互扶助機能が低下傾向にある中、福祉サービスの多様化や利用者の増加に対応した質の高い福祉介護サービス
を提供できる人材や、地域で支え合う体制の再構築が急務となっている。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(6)-ア 県民生活を支える人材の育成
施 策 ②　介護・福祉人材の育成

施策の小項目名 ―

実施主体 県、県社会福祉協議会

 担当部課【連絡先】 子ども生活福祉部福祉政策課 【098-866-2164】

　福祉人材の資質向上を図るため、沖縄県社会福祉協議会内に設置する福祉人材研
修センターにおいて、社会福祉事業従事者に対し、業務に必要な知識や専門技術に
関する研修を、業種別、階層別に実施する。

H29 H30 R元 R2 R3

２　取組の状況（Do）

予算事業名 福祉人材研修センター事業費

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R2年度：　社会福祉事業従事者に対し、業務に必要な知
識や専門技術に関する研修を、業種別、階層別に実施す
る。

予算事業名

主な財源 ○R元年度：　社会福祉事業従事者に対し、業務に必要な
知識や専門技術に関する研修を、業種別、階層別に実施し
た。

県単等 委託 55,007 56,344 58,353 65,275 66,483 61,924

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○R2年度：　―

○R元年度：　―

― ― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額

活動指標名 研修回数 R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　社会福祉事業従事者に対し、業務に必要な
知識や専門技術に関する研修を、業種別、階
層別に19コース、計33回実施した。

35 35 34 36 33 27 100.0%

66,483 順調

H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

18 18 19 20 19 17 100.0%

活動指標名 研修コース R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

　社会福祉事業等従事者向けの研修を19コー
ス、33回実施した。新型ウイルス感染拡大防
止のため、４つの研修が中止となったものの
概ね計画どおりの実績となり、1,879人の社会
福祉事業従事者の育成が図られた。活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和元年度の取組改善案 反映状況

・「福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程」の全４階層実施に伴う研修計画の見
直しについて、県関係課との意見交換も行いながら検討する。

・各課に意見照会を行い、研修計画の見直しを行ったが、残る２階層の反映には
至らなかった。

福祉ニーズに応じた研修事業の実施



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・「福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程」の全４階層実施に向け、県関係課と意見交換を行いながら引き続き研修計画の見直しを検討する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・限られた予算で、効率的・効果的に事業実施するためには、研修内容を充実させ
る必要がある。

・平成30年度に一階層実施した「福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程」は、福
祉・介護サービス従事者が、自らのキャリアアップの道筋を描き、それぞれのキャ
リアパスの段階に応じて共通に求められる能力の向上を段階的・体系的に習得する
ことを支援するものとして、国が全国的な導入を進めている。

・高齢化の進行により、平成37年には県民の4人に1人が高齢者になると見込まれ
ている。

・医療機関や施設から地域生活に移行する知的・精神障害者の増加、核家族化・
単身化の進行や家族介護者の高齢化等、家族を巡る状況も変化しており、福祉・
介護ニーズは複雑化・多様化している。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・「福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程」が各階層に応じた福祉職員としての資質・専門性を高める効果的な研修となるよう、現在実施している「初任者コー
ス」及び「チームリーダーコース」に加え、「中堅職員コース」及び「管理職員コース」の全４階層の導入に向けた検討が必要。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和元年度の取組改善案 反映状況

・研修会場や講師との日程調整を早めに行い、受講者数増にも対応できる体制を整
える。

・研修受講対象者に仮申込みを実施し、事前に研修受講者数のおおまかな人数を把
握することで、効率的な研修の実施計画を作成する。

・専門研修（専門Ⅰ・Ⅱ）に試験による修了評価を導入する。

・外部の研修会場の活用することで、受講希望者を全員受け入れることができ
た。さらに一部科目については北部及び宮古・八重山地域に配信を行うことで、
受講者の負担軽減を図った。

・仮申込みを実施し、事前におおまかな受講者数を把握することで研修の開催回
数や会場選定などを効率的に行うことができた。

・専門研修（専門Ⅰ・Ⅱ）について、試験による修了評価を導入した。

　本事業は介護支援専門員の養成及び法定研
修等を実施するものである。
　介護支援専門員実務研修受講者は計画値180
人に対し、実績で92人となり、計画の推進状
況は大幅遅れである。これはH30年度において
実務研修受講試験の受験要件が見直されたこ
とに伴い受講者数が減少したことが要因と考
えられる。
　法定研修等の実施により、利用者の自立支
援に向けた適切なケアマネジメントの実現に
資することができた。

活動指標名 ― R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 ― R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 介護支援専門員資質向上事業 R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　介護支援専門員の養成及び資質向上を目的
として、介護支援専門員実務研修（92人）、
専門研修課程（Ⅰ・Ⅱ）（484人）、主任介護
支援専門員研修（147人）、主任介護支援専門
員更新研修（84人）、更新研修・再研修（193
人）を実施した。

236 168 301 66 92 180 51.0%

48,230 大幅遅れ

H28年度 H29年度

○R2年度：―

○R元年度：―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

各省計上 ○R2年度： 介護支援専門員法定研修（７研修）等を年１
回以上実施する。

予算事業名 ―

主な財源 ○R元年度： 介護支援専門員法定研修（７研修）等を年１
回以上実施した。

各省計上 委託 18,112 42,645 44,609 43,804 48,230 49,019

２　取組の状況（Do）

予算事業名 介護支援専門員資質向上事業

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 子ども生活福祉部高齢者福祉介護課 【098-866-2214】

　介護保険サービス利用者の自立支援に向けた適切なケアマネジメントを実現する
ため、介護支援専門員の実務研修等を実施する。

H29 H30 R元 R2 R3

180人
介護支援専門
員実務研修受
講者数

30人
サービス提供
責任者適正実
施研修受講者
数

主な取組 介護支援専門員資質向上事業

対応する
主な課題

②少子高齢化の進行や、地域における相互扶助機能が低下傾向にある中、福祉サービスの多様化や利用者の増加に対応した質の高い福祉介護サービス
を提供できる人材や、地域で支え合う体制の再構築が急務となっている。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(6)-ア 県民生活を支える人材の育成
施 策 ②　介護・福祉人材の育成

施策の小項目名 ―

サービス提供責任者適正実施研修及びテーマ別技術向上研修の実施



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・研修会場や講師との日程調整を早めに行い、受講者数増にも対応できる体制を整える。

・研修受講対象者に仮申込みを実施し、事前に研修受講者の大まかな人数を把握することで、効率的な研修の実施計画を作成する。

・主任介護支援専門員研修及び主任介護支援専門員更新研修において、試験による修了評価を導入する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・受講者数増にも対応できるよう、研修受講対象者について仮申込みを実施し、事前に研
修受講者数のおおまかな人数を把握し、研修の規模や回数について検討をする必要が
ある。

・試験による修了評価をさらに多くの研修に導入し、法定研修全体の質を高める。

・令和２年度末に居宅介護支援事業所の管理者要件に係る経過措置が終了するこ
とから主任介護支援専門員研修・主任介護支援専門員更新研修の受講者が増加す
ることが見込まれる。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・研修会場の早期確保、研修規模や回数について、早い段階で調整を進める必要がある。

・研修受講者数を早い段階で確認し、研修計画に反映させる必要がある。

・試験による修了評価が未導入の法定研修については、段階的に導入し、質を高めていく必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組） 5-(6)-ア②03【子福】.xlsx

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和元年度の取組改善案 反映状況

・本研修で習得した知識・技術が介護サービスの適正な提供及び質の向上を図る
ために役立っているか、現場でどう活かしているか等について把握するため、指
標を設定し、修了時及び修了１か月後にアンケートを実施する。（※各指標目標
値50％以上とする。）当該アンケート結果に基づき、本研修の評価を行い、研修
内容を適宜見直していく。

・本研修で習得した知識・技術が介護サービスの適正な提供及び質の向上を図る
ために役立っているか、現場でどう活かしているか等について把握するため指標
を設定し、修了時にアンケートを実施した。当該アンケートの結果に基づき、本
研修の評価を行い、研修内容を適宜見直すなど、より一層、介護サービスの適正
な提供及び質の向上を図ることができた。

　「テーマ別技術向上研修」については、新
型コロナウイルスの影響により管理者向けの
研修が中止となったことにより、計画値180人
に対し、修了者125人となった。また、「サー
ビス提供責任者適正実施研修」については、
計６日間36時間のカリキュラムの中で、専門
性の高い研修を実施し、計画値30人に対し、
31人となった。これらの研修により、高齢者
に対するより適切な介護サービスの提供に資
することができた。

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 サービス提供責任者適正実施研修受講者数 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

25 38 36 24 31 30 100.0%

活動指標名 テーマ別技術向上研修受講者数 R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　介護職員の資質向上を目的として、現任の
介護職員を対象とした「テーマ別技術向上研
修」（R元実績125名）及びサービス提供責任
者を対象とした「サービス提供責任者適正実
施研修」（R元実績31名）を実施。

230 185 253 218 125 180 68.0%

2,365 概ね順調

H28年度 H29年度

○R2年度：―

○R元年度：―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

各省計上 ○R2年度： 介護職員の資質向上を目的として、サービス
提供責任者及び現任の介護職員等対する研修を実施す
る。

予算事業名 ―

主な財源 ○R元年度： 介護職員の資質向上を目的として、サービ
ス提供責任者及び現任の介護職員等対する研修を実施し
た。

県単等 委託 2,219 2,190 2,207 2,225 2,365 2,365

２　取組の状況（Do）

予算事業名 在宅老人福祉対策事業費

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 子ども生活福祉部高齢者福祉介護課 【098-866-2214】

　介護職員の資質向上を図るため、訪問介護事業所に従事するサービス提供責任
者を対象としたサービス提供責任者適正実施研修や現任の介護職員等に対する
テーマ別技術向上研修を実施する。

H29 H30 R元 R2 R3

180人
技術向上研修
受講者数

30人
サービス提供
責任者適正実
施研修受講者
数

主な取組 介護職員資質向上推進事業

対応する
主な課題

②少子高齢化の進行や、地域における相互扶助機能が低下傾向にある中、福祉サービスの多様化や利用者の増加に対応した質の高い福祉介護サー
ビスを提供できる人材や、地域で支え合う体制の再構築が急務となっている。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(6)-ア 県民生活を支える人材の育成
施 策 ②　介護・福祉人材の育成

施策の小項目名 ―

サービス提供責任者適正実施研修及びテーマ別技術向上研修の実施



様式１（主な取組） 5-(6)-ア②03【子福】.xlsx

４　取組の改善案（Action）

・本研修で習得した知識・技術が介護サービスの適正な提供及び質の向上を図るために役立っているか、現場でどう活かしているか等について把握するため、指
標を設定し、修了時及び修了１か月後にアンケートを実施する。
　当該アンケート結果に基づき、本研修の評価を行い、研修内容を適宜見直していく。
　なお、アンケート指標についても、研修内容の見直しに応じ、適宜見直していく。

○内部要因 ○外部環境の変化

・本研修で習得した知識・技術が介護サービスの適正な提供及び質の向上を図る
ために役立っているか、現場でどう活かしているか等について把握する必要があ
る。

・アンケート結果に基づき、本研修の評価を行い、研修内容を適宜見直すことが
できるよう、修了時及び修了１か月後において、引き続きアンケートを実施して
いく必要がある。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・研修修了後のアンケート結果に基づき、本研修の評価を行い、研修内容を適宜見直していく。
　なお、アンケート指標についても、研修内容の見直しに応じ、適宜見直していく。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和元年度の取組改善案 反映状況

・離島における介護サービス事業所の認知症介護の質の向上を図り、研修機会の拡
充につなげるため、31年度は認知症介護実践者研修の八重山地域での研修開催を検
討する。

・引き続き、認知症介護基礎研修の周知を図り、資格や経験のない介護従事者の研
修受講を増やす。

・認知症介護実践者研修を八重山地区で実施し12名が修了した。

・認知症介護基礎研修を５地区【本島（北部、中部、南部、）宮古、八重山】で
実施し171名が修了した。

　研修修了者は、令和元年度計画値150人に対
し、実績値162人となり、順調である。本取組
により、高齢者介護の実務者及び指導的立場
にある者に対し、認知症介護技術の向上を図
ることができている。活動指標名 ― R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 ― R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 認知症介護実践者研修修了者数 R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　認知症介護実践者研修を離島（八重山地
域）を含め４回、認知症介護実践リーダー研
修を１回、認知症介護基礎研修を５回実施し
た。また、地域密着型事業所の管理者等に対
し、指定に必要な研修を３回実施した。ま
た、東京実施の認知症介護指導者養成研修に
１名を派遣、認知症介護指導者フォローアッ
プ研修に２名を派遣した。

203 262 220 253 162 150 100.0%

12,010 順調

H28年度 H29年度

○R2年度：　―

○R元年度：　―

― ― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

県単等 ○R２年度：　認知症介護実践者研修を年３回実施予定
（本島のみ）。その他、引き続き認知症介護実践リーダー
研修や認知症介護基礎研修５回等を実施予定。

予算事業名

主な財源 ○R元年度：　認知症介護実践者研修を、離島（八重山地
域）を含め年４回実施。その他、引き続き認知症介護実践
リーダー研修や認知症介護基礎研修５回等を実施。

県単等 委託 6,723 9,873 9,150 10,665 12,010 10,885

２　取組の状況（Do）

予算事業名 介護サービス事業者指導・支援事業（認知症介護研修事業）

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県

 担当部課【連絡先】
子ども生活福祉部高齢者福祉介護

課
【098-866-2214】

　認知症高齢者の生活を支える介護の提供が必須であり、良質な介護を担う人材を
質・量とも確保していくため、認知症介護技術の向上を図る各種認知症介護研修を
実施する。

H29 H30 R元 R2 R3

主な取組 介護サービス事業者指導・支援事業

対応する
主な課題

②少子高齢化の進行や、地域における相互扶助機能が低下傾向にある中、福祉サービスの多様化や利用者の増加に対応した質の高い福祉介護サービス
を提供できる人材や、地域で支え合う体制の再構築が急務となっている。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(6)-ア 県民生活を支える人材の育成
施 策 ②　介護・福祉人材の育成

施策の小項目名 ―

認知症高齢者の介護に関する実践的研修の実施



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・引き続き認知症介護実践者研修等の周知を図り、認知症介護に関する知識及び技術を習得する修了者数を増やす。

○内部要因 ○外部環境の変化

－

・高齢化社会の進展による高齢者の増加に伴い、認知症高齢者数も増加傾向にあ
る。認知症介護に関する実践的な知識及び技術に対するニーズも高く、修了者の
配置を要件とする介護報酬加算の仕組みもあることから、現在計画に対する進捗
は順調である。

・一方、介護保険事業所等における人材不足により「研修に参加できる職員がい
ない（余裕がない）」といったことも表面化してきている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・受講者数は介護職員人材確保施策の効果にも連動すると思われる。

・活動指標計画値の検討（第8期沖縄県高齢者保健福祉計画作成時にて）

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

主な取組 コミュニティーソーシャルワークの推進

対応する
主な課題

②少子高齢化の進行や、地域における相互扶助機能が低下傾向にある中、福祉サービスの多様化や利用者の増加に対応した質の高い福祉介護サービス
を提供できる人材や、地域で支え合う体制の再構築が急務となっている。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(6)-ア 県民生活を支える人材の育成
施 策 ②　介護・福祉人材の育成

施策の小項目名 ―

41市町村
150人

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 子ども生活福祉部福祉政策課 【098-866-2164】

  沖縄県社会福祉協議会が行うコミュニティーソーシャルワーカー育成のための取
組に補助することで、当該取組を推進する。

H29 H30 R元 R2 R3

19市町村・74
人
配置市町村
数・配置人数

２　取組の状況（Do）

予算事業名 地域福祉推進事業費（福祉活動指導員設置費）

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R2年度：　沖縄県社会福祉協議会が行うコミュニティー
ソーシャルワーカー育成のための取組に補助する。

予算事業名 ―

主な財源 ○R元年度：　沖縄県社会福祉協議会が行うコミュニ
ティーソーシャルワーカー育成のための取組に補助した。

県単等 補助 10,706 12,987 12,987 12,987 12,987 12,987

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○R2年度：　―

○R元年度：　―

― ― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額

活動指標名 配置市町村数 R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　市町村社会福祉協議会職員等に対し、コ
ミュニティーソーシャルワーク研究会、コ
ミュニティーソーシャルワーク実践セミナー
を実施した。

19 19 29 28 26 35 74.3%

12,987 やや遅れ

H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

74 74 88 92 86 119 72.3%

活動指標名 配置人数 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

　コミュニティソーシャルワーカーの配置自
治体数は26自治体、人数は86人と、昨年より
減少しており、主な原因は、自治体からの事
業補助・受託の減（単独補助事業や生活支援
コーディネーター配置事業の減）によるも
の。

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和元年度の取組改善案 反映状況

・コミニュティーソーシャルワークの担い手を育成し、資質向上を図るため、引き
続き実践セミナーや研究会等を実施する。

・市町村社協職員（コミュニティソーシャルワーカー、その他地域福祉担当職員
等）、その他関係機関（市町村自治体地域福祉担当者、地域包括支援センター
等）を対象にしたコミュニティソーシャルワーカー実践セミナーを開催した。
（参加者48名）

・県内コミュニティソーシャルワーク実践の先進市町村社協職員を構成員（10市
町村社協）に研究会を年2回開催し、県内市町村社協でのコミュニティソーシャル
ワーク実践の推進に向け検討を行った。

コミュニティーソーシャルワーカーの調査・研究及び研修会等を実施



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・コミニュティーソーシャルワークの担い手を育成し、資質向上を図るため、引き続き実践セミナーや研究会等を実施する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・コミニュティーソーシャルワーカーの配置は市町村間で偏りがある。

・コミュニティーソーシャルワーカーとして配置されていなくても同様の活動を
行っている者はいるため、そのような方々を含めた相談技術や資質の向上が課題で
ある。

・既存の福祉サービスでは対応できない新たな福祉・生活支援ニーズが高まって
おり、地域住民、関係機関等を繋ぐコミュニティーソーシャルワーカーの役割は
増加しつつある。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・セミナー等の実施により、市町村等に対しコミュニティーソーシャルワークの重要性を周知する必要がある。

・コミュニティーソーシャルワーカー及び同様の活動を行っている者の相談技術や資質の向上に向けた取組を行う必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和元年度の取組改善案 反映状況

・ボランティア活動の円滑化及び活性化を図る新たな人材確保のため、県内ボラン
ティア関係者を対象にボランティアコーディネーター研修を実施するとともに、
コーディネーターに対する相談支援を行う。

　ボランティア活動の円滑化及び活性化を図る新たな人材の確保のため、社会福
祉協議会、社会福祉法人施設・団体、医療機関、ＮＰＯ、大学等でボランティア
関連の業務に携わる職員等を対象にボランティアコーディネーター研修を1回実施
した。地区社連ボランティア担当連絡会及び、電話にて随時コーディネーターに
対する相談支援を行った。

社会福祉協議会、ＮＰＯ、福祉・保健・医療
施設、教育関係機関など様々な組織で、ボラ
ンティア受入れを担当している職員等を対象
にボランティアコーディネーターに対する研
修会を１回行い、ボランティアコーディネー
ターの資質向上が図られた。

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名
ボランティアコーディネータ-研修
または検定の実施回数

R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　HP等を利用した県内ボランティア活動の支
援活動に加え、社会福祉協議会、ＮＰＯ、福
祉・保健・医療施設、教育関係機関など様々
な組織において、ボランティア受入れを担当
している職員等を対象に総合相談生活支援機
能強化研修会（ボランティアコーディネー
ター研修含む）を実施した。

１回 １回 １回 １回 １回 １回 100.0%

11,344 順調

H28年度 H29年度

○R2年度：

○R元年度：
主な財源 実施方法

R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

各省計上 ○R2年度：　新たな人材確保のためコーディネーター検定
を実施するとともに、コーディネーターに対する支援を実
施する。

予算事業名

主な財源 ○R元年度 ：　ボランティアコーディネーターの資質向上
に向けた研修を１回行い、知識とスキルを身につけた人材
の育成を図った。

各省計上 補助 11,811 11,576 11,576 11,576 11,344 11,118

２　取組の状況（Do）

予算事業名 地域福祉推進事業費　(補助金　生涯現役活躍支援事業）

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県、県社会福祉協議会

 担当部課【連絡先】 子ども生活福祉部福祉政策課 【098-866-2177】

　ボランティアコーディネーターの基礎を学び、実践を身につけることを目的に、
希望する団体等にボランティアコーディネーター研修や検定を開催するとともに、
市町村ボランティアセンターにおけるボランティアコーディネーターに対する支援
を行う。

H29 H30 R元 R2 R3

１回
講座開催数

主な取組 ボランティアコーディネーターの養成

対応する
主な課題

⑤行政ニーズの多様化や相互扶助機能の低下などを背景に、様々な分野において住民等のニーズにきめ細かく対応するボランティアの役割が一層重要
視されており、更なるボランティア活動の円滑化、活性化を図る人材の育成・確保が求められている。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 5-(6)-ア 県民生活を支える人材の育成
施 策 ④　ボランティア活動を支える人材等の育成

施策の小項目名 ―

ボランティアコーディネーターにかかる基本講座の開催



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・ボランティア活動の円滑化及び活性化を図る新たな人材確保のため、県内ボランティア関係者を対象にボランティアコーディネーター検定を実施するとともに、
コーディネーターに対する相談支援を行う。

○内部要因 ○外部環境の変化

・ボランティア活動の円滑化や活性化を図るため、ボランティアコーディネーター
の役割や重要性を県民に対し周知し、活動の場を増やす必要がある。

・ボランティア、市民活動が社会に広がり、スキルを持った人材が求められるよ
うになってきたことから、ボランティアコーディネーターの養成においては、多
様なニーズに対応した技術や専門性を高める必要がある。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・スキルをもった人材の養成及び確保を推進するとともに、ボランティアを必要としている人々とボランティア希望者のマッチングを支援することで、地域住民が支
え合うボランティア活動を行いやすい環境を整備する。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


